
基 本 目 標

内 容

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

1 ○ 保健福祉相談
の充実

　関係各課・関係機関と必要に応じて連携・調整を図りなが
ら、保健福祉に関する総合相談を実施します。 2.00 2.00

2 ○ 一般相談の充
実

　市内２か所の相談場所を中心に、障がいのある人と家族等か
らの一般相談に対応していく体制を充実させます。 0.00 0.00

3 ○ 「基幹相談支
援センター」
の設置

　基幹相談支援センターについての検討を進め、第４期障害福
祉計画期間中に設置し、困難事例や虐待防止の対応の充実など
を図ります。

0.00 0.00

4 ○ 訪問相談体制
の充実

　保健師等が障がいのある人、難病患者の自宅や通所している
市内の事業所等を訪問し、健康管理に必要な相談・保健指導や
家族の健康管理、生活および社会復帰に関する相談を行いま
す。

1.00 2.00

5 ○ サービス利用
相談・支援体
制の充実

　利用者が自立支援サービスをはじめとした各種サービスを適
切に利用できるよう、制度や事業所の紹介などを実施するとと
もに、相談支援事業所への委託について検討し、相談・支援体
制のいっそうの充実を図ります。

2.00 1.00

6 ○ 「こころの相
談」の実施

　精神科医師や精神保健福祉士によるこころの相談を実施しま
す。 2.00 2.00

7 ○ 発達障がい相
談体制の整備
等

　発達障がいに関して相談を希望する方が地域で相談できる支
援体制の拡充を図ります。また、県が設置している発達障害者
支援センターＣＡＳ（キャス）と連携・活用して発達障がいの
早期発見・早期支援に努め、必要に応じた情報提供を行ってい
きます。

2.00 2.00

8 ○ 障がい者ケア
マネジメント
体制の確立

　指定相談支援事業者に関する情報の提供に努め、在宅の障が
い当事者等が相談・利用しやすいケアマネジメント体制の確立
に努めます。

2.00 2.00

9 ○ ケアマネジメ
ント担当者の
育成

　障がいのある人のケアマネジメントを行う相談支援専門員の
育成を図るため、専門員を雇用する相談支援事業所への支援等
に努めます。

2.00 2.00

③情報提供
の充実

10 - パソコン講座
の実施

　身体障害者福祉センターで３障がい（身体・知的・精神）の
人を対象に実施しているパソコン講座を継続し、障がいのある
人および家族の情報取得技術の向上を図ります。

2.00 2.00

11 - 情報バリアフ
リーの促進

　ＩＣＴの急速な進展に対応するため、各種講習会、講座の開
催などによる障がいのある人の技能の向上と、障がいのない人
との情報格差（デジタルデバイド）の縮小を図ります。

2.00 2.00

12 - ホームページ
のアクセシビ
リティ（利用
しやすさ）の
向上

　視覚（色覚）障がい者が市ホームページを閲覧しやすいよ
う、ホームページ閲覧支援ツール（文字サイズ変更・音声読み
上げ・背景色変更）の導入を継続します。 2.00 2.00

13 - 視覚障がい者
に配慮した情
報提供の充実

　行政文書について、印刷物だけでなく、ＣＤなど音声による
媒体の作成に努め、視覚障がいのある人への情報提供を充実さ
せます。 2.00 2.00

14 - 図書館での
サービスにつ
いての情報の
提供

視覚障がい者、肢体不自由者などの図書館の利用が困難な市民
へ、書籍の宅配、朗読テープ作成、代読など実施しているサー
ビスについての必要な情報提供を行うとともに、その読書要求
に応えます。

3.00 1.00

15 ○ 高次脳機能障
がい者への支
援

　県で実施する高次脳機能障がい者への支援の取り組み（県高
次脳機能障害支援拠点機関等）を活用しながら、関係機関との
連絡調整や情報提供などに努めます。

2.00 2.00

16 ○ サービス情報
の周知

　福祉サービスの情報をより的確に利用希望者に伝えるため、
広報紙、しろい保健福祉ガイドブックや個別通知等の従来の情
報提供手段に加えて、携帯電話向けホームページや登録者への
メール配信サービスによる情報提供を推進します。

0.00 0.00

1.63 1.50

特記事項

①相談体制の充実

　情報技術に関する事業では、パソコン講座、ホームページのアクセシビリティ向上等を実施した
が、携帯電話向け情報やメール配信等のモバイル向け情報は今後の課題となっている。

　指定相談支援事業所に対する支援としては、国・県等による研修情報の提供等を行った。な
お、平成30年度には市ホームページの障害福祉サービス案内ページを更新し、指定相談支援事
業所に関する情報提供の充実を図っている。

　第4期障害福祉計画において平成29年度までに一般相談支援事業所の1箇所増設及び基幹相
談支援センターの新設を見込んでいたが、実現には至らなかった（第5期計画に継続）。

施策

白井市障害者計画2016-2025　自己評価集計表

自己評価平均点（満点:3点）※

通番 事業等 左記の内容

平均点

重点
取組

　各種相談・情報提供の体制の充実に努めるとともに、適切なサービスの効果的な利用を促進するため、障がいの
ある人についてのケアマネジメントの充実を図ります。

（１）相談体制・情報提供の充実

　住み慣れた地域で安心して、その人らしく自立して暮らしていけるよう、地域生活の基盤の充実に努め、障がい
があっても健康に暮らせるまちづくりを進めます。

１ 地域での自立生活への支援の推進

②障がい者
ケアマネジ
メント体制
の構築・確
立

①相談体制
の充実

③情報提供の充実

②ケアマネジメント体制
の構築・確立

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

①権利擁護
施策の推進

17 ○ 人権擁護のた
めの活動の強
化

　人権意識の普及高揚を図るための啓発や人権擁護委員による
人権相談を実施します。また、障がいのある人の人権を守るた
めの各種施策を行います。 2.00 2.00

18 ○ 「成年後見制
度」の普及

　意思表示が困難な障がいのある人の権利を擁護するため、成
年後見制度やその相談窓口の普及と利用の支援に努めます。

2.00 2.00

19 ○ 「日常生活自
立支援事業」
の推進

　在宅で日常生活を送る上で十分な判断ができない方や体の自
由がきかない方が地域で安心して生活できるように支援する日
常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）を推進します。 2.00 2.00

20 - 苦情対応の実
施

　福祉サービス利用者への支援の中で利用に関する苦情に適切
に対応できるよう、地域の各関係機関と協力して利用者の意向
を的確に把握し、苦情の解決に努めるとともに、必要に応じて
サービス提供事業者に助言や指導を行います。

2.00 2.00

②当事者参
画の促進

21 - まちづくりへ
の参画の促進

　障がいのある人からの情報や意見等を聴くために市政懇談会
を開催するほか、各種シンポジウムおよび講演会に障がいのあ
る人の参加を促し、市政への参画を促進します。
　また、障がいのある人やその家族、障がい者支援事業所等の
意見等を各種施策に的確に反映させるため、市と関係者が協働
で計画の策定や進捗状況の把握に努めます。

1.00 2.00

③選挙にお
ける配慮の
実施

22 - 投票しやすい
環境の整備

　各投票所に簡易スロープ、点字器、点字氏名掲示、車いす、
老眼鏡、文鎮などを設置するとともに、必要に応じて職員が代
理投票（本人の意思を２人の職員で確認したうえで代筆する）
を行い、障がいのある有権者が投票しやすい環境づくりを進め
ます。

2.00 2.00

④障がい者
虐待防止対
策の推進

23 - 障がいのある
人の虐待防止
等対策

　障がいのある人への虐待について、家庭等における暴力対策
ネットワーク会議に基づいた対応や相談・支援により、虐待の
防止、早期発見・早期対応に努めます。 2.00 2.00

1.86 2.00

特記事項

通番 事業等

　家庭等における暴力対策ネットワーク会議による対応及び障害者虐待に係る相談対応
のほか、広報紙・チラシ配布による普及啓発を実施した。

④障がい者虐待防止対策
の推進

　平成28、29年度の2か年で、第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画の策定作業を障
害者関係団体の意見も踏まえて進めた。

②当事者参画の促進

　人権相談、成年後見制度事業等を実施した。なお、成年後見制度の市長申立件数は
28、29年度とも0件だった。

①権利擁護施策の推進

左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※

平均点

重点
取組

　生活のさまざまな場面で権利を侵害されやすい障がいのある人が、安心して地域自立生活を送れるよう、その権
利の擁護に努めます。

（２）権利擁護体制の充実
１ 地域での自立生活への支援の推進

施策

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

①指定障害
福祉サービ
ス等の充実

24 - 指定障害福祉
サービスの推
進

　障がいのある人の自立の支援・促進や介護者・支援者の負担
の軽減を図るため、障害者総合支援法に基づく指定障害福祉
サービスに属する各事業の推進を図ります。 2.00 2.00

25 - 補装具費の支
給

　身体上の障がいを補い、日常生活を容易にする補装具の費用
を給付し、自立生活の支援・充実を図ります。

2.00 2.00

26 - 身体障害者福
祉センターの
充実

　地域生活をしている障がいのある人が身体機能を維持し、他
者との交流を図っていきいきとした生活を送れるよう、定期的
な講座やパソコン開放、理学療法士による相談の実施、就労し
ている障がいのある人の仲間づくりの場の提供など身体障害者
福祉センター事業の充実に努めます。

2.00 2.50

27 ○ 地域生活支援
拠点の整備

第４期障害福祉計画についての国の基本指針で示された地域生
活支援拠点等を整備し、地域における相談、体験の機会や場の
整備、緊急時の障がいのある人等の受け入れ・対応、人材の確
保・養成などの機能の提供を図ります。

1.00 0.00

②地域生活
支援事業の
充実

28 ○ 地域生活支援
事業の推進

　地域で暮らす障がいのある人の自立・日常生活の支援、およ
び介護者の負担の軽減のため、個々のニーズに合った移動支援
や意思疎通支援（手話通訳派遣）、日中一時支援、日常生活用
具給付などの地域生活支援事業の推進を図ります。 1.25 1.25

29 - 小児慢性特定
疾患児の日常
生活用具の給
付

　小児慢性特定疾患児に特殊寝台等の日常生活用具を給付する
ことにより、日常生活の便宜を図ります。

2.00 2.00

1.71 1.63

特記事項

　移動支援事業、日中一時支援事業及び日常生活用具給付事業は、いずれも平成28、29
年度ともに第4期障害福祉計画の見込みよりも少ない利用者数又は件数となった。

・指定障害福祉サービス及び補装具の支給額は増加が著しく、平成28、29年度ともに前
年度を上回る実績となった。
・身体障害者福祉センターは、平成30年度から障害者地域活動支援センターに名称を変
更している。

②地域生活支援事業の充
実

①指定障害福祉サービス
等の充実

（３）福祉サービスの充実と支援施設の整備
　障がい福祉サービスの質の向上や充実に努めるとともに、身体障害者福祉センターの充実や新たな地域生活支援
拠点等の整備を図ります。

重点
取組

平均点

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

１ 地域での自立生活への支援の推進
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

①早期発
見・療育の
体制の充実

30 - 母子保健事業
の推進

　新生児訪問、乳児育児相談、１歳６か月および３歳児健康診
査の際に医師等による内科診察・健康相談等を行い、疾病や精
神・運動発達の遅れを早期に発見して、事後指導・健康相談の
充実を図ります。

2.00 1.75

31 - 療育システム
の充実

　障がいのある乳幼児やその保護者が、必要な支援を一貫して
継続的に受けられるようにするため、関係機関と連携を図り、
ライフサポートファイルを活用するなどして、体制の整備・充
実に努めます。

2.50 2.50

32 - 療育相談・指
導の実施

　発達障がい児および発達障がいの疑いのある児童を対象に、
基本的な生活習慣や理解力、言語、社会性を習得できるよう、
療育・医療相談、個別指導・グループ指導等個々に必要な指導
や支援を行い、心身の発達を促進・支援します。 2.00 2.00

②保健サー
ビスの充実

33 - 各種健（検）
診事業の実施

　障がいがあっても受診しやすい環境づくりを心がけ、各種が
ん検診および特定健康診査等を受診し、自らの健康管理に役立
てることができるよう図ります。 2.00 2.00

34 - 歯科口腔保健
の推進

　障がい者（児）の口腔機能を維持するため、歯科保健指導や
歯科健康診査を実施します。

2.00 2.00

③医療につ
なげる支援
の充実

35 - 生活習慣病予
防の推進

　健（検）診の後に、その結果に応じた生活習慣病予防に関す
る情報を提供し医療につなげる支援を行います。

2.00 2.00

36 - 健康相談の実
施

　障がいのある人、難病患者およびその家族を対象に、関係機
関等との連携により健康問題に関する相談を実施し、適切な医
療が受けられるよう支援します。 0.50 0.50

37 - 医療機関情報
等の提供

　市民が病院の場所や診療時間、休診日、急病時の対応などを
知り、安心して生活を送れるよう、広報紙、ホームページ、健
康カレンダー等で医療機関等の情報を提供します。 2.00 2.00

1.88 1.84

特記事項

　電話・面接による健康相談については、健康課と関係課等との連携が進んだこと等に
より、健康課が直接受理する件数は平成28、29年度とも前年度実績を下回った。

　特定検診については、今後、日数の増や大腸がん検診との同時実施等、受診機会を増
やす見直しを予定している。

　ライフサポートファイルの活用を促すため関係課打合せを行い、平成29年度には自立
支援協議会等において活用の呼びかけを行った。

１ 地域での自立生活への支援の推進
（４）保健・医療サービスの充実
　身体障がい等の発生予防や身体、知的、精神３障がい等の早期発見・早期対応に努めるとともに、障がいの特性
をふまえ個別のニーズに対応できるよう、知的障がい者等の療育体制の整備に努めます。また、保健サービスの充
実や、その結果に応じた医療につなげる支援の実施を図ります。

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※重点

取組

平均点

③医療につなげる支援の
充実

②保健サービスの充実

①早期発見・療育の体制
の充実

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点
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基 本 目 標

内 容

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

①早期療
育・保育の
充実

38 - 療育システム
の充実〔31の
再掲〕

　障がいのある乳幼児やその保護者が、必要な支援を一貫して
継続的に受けられるようにするため、関係機関と連携を図り、
ライフサポートファイルを活用するなどして、体制の整備・充
実に努めます。

2.50 2.50

39 - 療育相談・指
導の実施〔32
の再掲〕

　発達障がい児および発達障がいの疑いのある児童を対象に、
基本的な生活習慣や理解力、言語、社会性を習得できるよう、
療育・医療相談、個別指導・グループ指導等個々に必要な指導
や支援を行い、心身の発達を促進・支援します。

2.00 2.00

40 - 保育園におけ
る受け入れの
推進

　公立保育園における障がい児の入所受け入れ体制の充実に努
め、障がい児が自立していけるよう一人ひとりの個性や適性に
応じた保育を行います。 2.00 2.00

②学校教育
（特別支援
教育）の推
進

41 - 就学相談の充
実

　一人ひとりの障がい、能力、適性等に応じた教育ができるよ
う、就学指導委員会など相談体制の整備を図り、適切な就学相
談を行います。 2.00 2.00

42 - 通級指導の充
実

　言語に軽度の障がいのある児童が、ほとんどの授業を通常の
学級で受けながら障がいの状態に応じて特別な指導を受けるこ
とができる通級指導教室の充実を図るとともに、通級指導教室
に自家用車で通う児童の保護者にガソリン代の補助を行いま
す。

2.50 2.00

43 - 個別支援学級
の充実

　障がいの種類や程度に応じた教育ができるよう、施設・設備
の充実や学級の開設を図り、必要に応じて介助員を配置しま
す。

3.00 3.00

44 - 教職員の研修
の充実

　教職員の障がい者（児）理解を深めるため、研修等の充実を
図ります。
　また、個別支援学級の担任について各種研修を充実させ、担
当教諭の資質の向上に努めます。

2.00 2.00

③インク
ルーシブ教
育システム
の推進

45 - 交流教育の充
実

　各学校の計画に基づき、障がいのある児童・生徒と障がいの
ない児童・生徒との交流教育を推進します。

2.00 2.00

46 - 障がい者理解
の促進

小中学校において、障がい者理解のため、ボランティア活動や
福祉活動などの充実を図るとともに、障がい者理解の学習や障
がいのある人との交流教育を進めるなどの福祉教育を推進しま
す。

2.00 2.00

④放課後対
策の充実

47 - 学童保育への
受け入れ体制
の整備

　指導員を加配して障がいのある児童を学童保育所で受け入
れ、健全育成を図ります。

2.00 2.00

48 - 放課後対策事
業の実施

　特別支援学校通学児など障がいのある中高生に放課後の活動
場所を提供するため、障害者支援センターでの受け入れ（放課
後等児童デイサービス事業）を実施します。 2.00 2.00

2.18 2.14

特記事項

施策 通番 事業等 左記の内容
重点
取組

（１）障がい児の保育・教育の充実
　障がいのある子どもたちが、地域の中で社会に参加しながら自分らしく自立して暮らしていくことができるよ
う、障がいの特性や状況に応じた保育・教育体制の整備・充実に努めます。

２　社会参加の支援・促進
　地域社会の一員として、生きがいを持って暮らしていけるよう、さまざまな社会活動・地域活動への参加を支
援・促進していきます。

自己評価平均点（満点:3点）※

・学童保育では、平成28、29年度に各6人の障がい児の受入れを行った。
・放課後対策事業について、「児童デイサービス」は法改正に伴い「放課後等デイサー
ビス」に移行している。

④放課後対策の充実

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

　個別支援学級（知的学級及び自閉症・情緒学級）は、市内全ての小中学校に設置して
いる。

②学校教育（特別支援教
育）の推進」

　平成30年度からの第1期障害児福祉計画においては、保育園や学童保育だけでなく、幼
稚園や事業所内保育等を含め、地域全体のこども・子育て支援施設等での受入れ増を目
標としている。

①早期療育・保育の充実

③インクルーシブ教育シ
ステムの推進

　各小中学校ごとに計画を立てて、障がい者理解、福祉教育、交流教育を実施してい
る。

平均点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

①一般就労
の促進

49 - 障がい者雇用
への理解の促
進

　障がい者雇用の義務、障がいのある人の職業の安定について
中小企業等の事業主へ周知するとともに、各種支援・助成制度
の活用や優遇措置についても周知を図ります。 2.00 2.00

50 - 連携の推進・
強化

　国・県（公共職業安定所）との連携を推進・強化し、相談と
情報提供など、きめ細やかで親切かつ適切な対応を図ります。
また、特別支援学校、職業訓練校、事業主等の関係機関と連携
することにより、相談や指導の体制を支援します。

2.00 2.00

51 - 就労・生活支
援機能の整備

　地域生活支援センターなど地域の核となる施設に相談支援事
業を委託し、障がいのある人の就労に関する相談に生活全般の
問題も含めて対応・調整できるよう、相談機能の充実を図りま
す。

2.00 2.00

52 - 一般就労の支
援

　就労支援員を設置し、一般就労に向けた職場実習や体験の機
会を提供します。特に市役所での職場実習がより多くの部署で
実施できるよう、研修等により、各課職員の理解の促進に努め
ます。

2.00 2.00

53 - 公共機関にお
ける障がい者
雇用の推進

　市役所、図書館などの公共施設において、障がいのある人の
雇用を推進し、法定雇用率以上の雇用に努めます。

3.00 3.00

②福祉的就
労の促進

54 - 福祉施設の整
備の推進

　地域自立支援協議会と連携を図りながら、通所事業所の整備
に努めるとともに、グループホーム、地域活動支援センター
（地域生活支援センター）等の福祉施設の整備の支援を行いま
す。

2.33 1.33

55 - 「優先調達」
の推進

　白井市障害者就労施設等からの物品等の調達方針の内容を、
調達実績とともに公表します。また、市の各部課に市内就労施
設等が供給できる物品等について情報提供し、物品等調達額の
増加に努めます。

1.00 2.00

2.05 2.05

特記事項

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※重点

取組

平均点

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

・平成28年度には就労継続支援A型及び就労移行支援各1箇所の新設があり、平成29年度
にはグループホーム1箇所の新設があった。
・優先調達については、平成29年度から市役所内での調達拡大のため、供給できる品目
等に係る情報提供を開始した。

②福祉的就労の促進

・障がい者雇用への理解の促進のため、商工会及び工業団地連絡協議会に対し障がい者
雇用に関する情報提供を行った。
・市役所における障害者雇用については、各年度、市長部局、教委ともに法定雇用率を
クリアしている。

①一般就労の促進

２　社会参加の支援・促進
（２）就労の支援・促進
　関係機関等との連携を図りながら、障がいの種類や程度に応じた就労の支援、就労機会の充実に努めます。
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

56 - 外出支援対策
の推進

　障がいのある人の外出機会を拡大するため、福祉タクシー事
業や地域生活支援事業の移動支援事業・意思疎通支援事業の推
進のほか、福祉車両の貸し出しや通院の送迎など地域のニーズ
に合ったサービスの推進を図ります。

1.80 2.00

57 - 多様な活動機
会の提供

　障がいのある人のニーズに合わせてコミュニケーション支援
の事業、ボランティア活動などを活用してガイドヘルパー、手
話通訳者等介助者・支援者を派遣し、さまざまな活動に参加す
る機会の提供を図ります。

2.00 2.00

②スポー
ツ・文化芸
術活動等の
促進

58 - スポーツ・文
化等活動の支
援・促進

　障がいのある人も気軽に参加しやすい行事、講座、教室など
障がいのある人のスポーツ・文化芸術・レクリエーション活動
を支援・促進し、指導者の育成、施設のバリアフリー化、学校
体育施設の開放、サークル活動への参加相談、援助者の配置、
外出の支援など障がいのある人の社会参加・利用促進を図りま
す。

2.00 1.80

59 - 「ふれあい広
場チャレンジ
パーソンス
ポーツ」の推
進

　市と他団体との共同で開催している「ふれあい広場チャレン
ジパーソンスポーツ」への障がい当事者の参加を促進し、社会
参加の実現を図ります。 2.00 2.00

③当事者団
体等の育
成・支援

60 - 障がい者団体
の育成・支援

　身体障害者福祉センター、地域福祉センターを中心として、
障がい者関連団体の活動の場の提供や育成を図ります。

2.00 1.00

61 - 団体間のネッ
トワークづく
りの支援

　当事者団体相互の連携の強化とネットワークづくりを支援し
ます。

0.50 0.50

62 - 家族への支援 　障がいのある人の家族について、団体に属しているかいない
かにかかわらず、相談等、支援に努めます。

0.00 0.00

1.47 1.33

特記事項

重点
取組

①外出、コ
ミュニケー
ション支援
施策の推進

　障がいのある人も気軽に参加できるようなスポーツ、文化芸術、レクリエーション活動の充実、サークル活動な
どの自主的な活動への支援を図ります。

２　社会参加の支援・促進
（３）各種活動の支援・促進

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※

・平成29年度は市役所本庁舎建設工事の影響により、身体障害者福祉センターの会議室
及び研修室が利用できなかった。
・家族に対する相談等の支援に関しては、第4期障害福祉計画において一般相談支援事業
所の拡充を目指していたが、平成28、29年度とも新設はなかった。

③当事者団体等の育成・
支援

・千葉県障害者スポーツ大会への参加者数は、平成28年度は4名だったが、平成29年度は
1名にとどまった。
・ふれあい広場チャレンジパーソンスポーツの参加者は、平成28、29年度とも前年度を
上回った。

②スポーツ・文化芸術活
動等の促進

　意思疎通支援事業は、平成29年度に規則改正を行い、団体への派遣も可能になったこ
とから、平成29年度に利用者数が大幅に伸びた。

①外出、コミュニケー
ション支援施策の推進

平均点

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点
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基 本 目 標

内 容

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

①啓発活動
の充実

63 - 理解の啓発推
進

　市民に障がいや障がいのある人への理解のための情報を、広
報紙、ホームページ等への掲載や講演会・研修会等の開催、福
祉サマースクールなどによって提供し、理解についての普及啓
発の推進を図ります。

2.00 2.00

64 - 障害者週間行
事の開催

　障害者週間（12月３日～９日）に合わせて、障害者週間行事
の開催に取り組みます。

0.00 0.00

65 - 職員等の研修
機会の充実

　職員および教職員を対象とした、障がい・障がいのある人に
関する研修への参加の機会を設け、その充実を図ります。

1.80 1.80

66 - 障がい者理解
の促進〔46の
再掲〕

　小中学校において、障がい者理解のため、ボランティア活動
や福祉活動などの充実を図るとともに、障がい者理解の学習や
障がいのある人との交流教育を進めるなどの福祉教育を推進し
ます。

2.00 2.00

②ボラン
ティア、Ｎ
ＰＯ活動の
促進

67 - ボランティア
センター活動
の強化

　ボランティア活動や福祉ＮＰＯ活動を支援するとともに、ボ
ランティアを必要とする人との間をつなぐボランティアセン
ターの充実を図ります。 2.00 2.00

68 - ボランティア
の育成

　ボランティアセンターなどにおいて障がいのある人とのコ
ミュニケーションの方法、人権擁護意識についての学習等専門
的な研修等を行い、多様なニーズに対応できるようボランティ
アの育成を図ります。また、活動しやすい環境づくりを進めな
がら、組織的な活動になっていくように支援し、地域に根づい
た継続的な活動の促進を図ります。

2.00 2.00

69 - ボランティア
情報の充実

　広報紙「社協しろい」やホームページ、ボランティアセン
ター情報紙で障がい者ニーズ等の紹介を行い、住民啓発とボラ
ンティア登録者の増強を図ります。また、手話・朗読等の障が
い者関連の各種講座の開催につき、広く情報提供を図ります。

2.00 2.00

70 - 地域ぐるみ福
祉ネットワー
ク事業の促進

　地区社会福祉協議会（市内７地区）による「いきいきサロ
ン」など、地域の特性を活かした地域ぐるみ福祉ネットワーク
の促進を図ります。 1.40 1.50

1.65 1.66

特記事項

３　快適で人にやさしいまちづくりの推進
　誰もが快適な暮らしを送れるよう、すべての人にやさしい福祉のまちづくりを進めます。

（１）福祉活動の促進
　障がいや障がいのある人についての正しい知識を広め、障がいのある人への理解をさらに深めていくため、広
報・啓発活動に努めます。また、福祉意識の普及や福祉活動への参加を促進し、支えあいの社会づくりを進めま
す。

　白井市、印西市、栄町で共催している手話奉仕員養成講座については、第4期障害福祉
計画に沿い、各年度2名の養成を行った。

②ボランティア、ＮＰＯ
活動の促進

・障害者週間における行事開催は平成28、29年度とも業務繁忙期に重なり実施できな
かったが、市役所内でのポスター掲示による普及啓発を図った。
・職員を対象とした障がい理解に関する研修は、平成28年度は検討までにとどまり、平
成29年度に実施した。

①啓発活動の充実

重点
取組

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

平均点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

①外出環境
の整備（福
祉のまちづ
くり）

71 - 都市公園の整
備

　障がいのある人を含めたすべての人々が、安全、快適に利用
できる公園づくりに努めます。

2.00 2.00

72 - 公共施設のバ
リアフリー、
ユニバーサル
デザインの推
進

　身体障がい者等の自立と積極的な社会参加を支援・促進する
ため、誰もが利用する建築物において、バリアフリー新法と千
葉県福祉のまちづくり条例に基づき身体障がい者等が安全に安
心して利用できるような整備を推進します。

2.50 2.33

73 - 民間建築物に
おける福祉的
配慮の推進

　民間の建設関係事業者にＰＲを行うとともに、新設する建築
物に関して千葉県福祉のまちづくり条例への適合を要請してい
きます。 2.00 2.00

74 - 交通安全施設
等の整備

　障がいのある人や高齢者が道路を安全に通行できるよう、歩
道の新設、視覚障がい者誘導ブロックの敷設、歩道の段差や勾
配の改良、音響式信号機等の整備を、関係機関と協力しながら
計画的に推進します。

2.00 2.00

75 - 循環バスの充
実

　障がいのある人を含めた交通弱者の日常生活における移動手
段を確保するため、循環バスの充実を図ります。

2.00 2.00

76 - 路上放置物等
障害物の解消

　障がいのある人が歩道を安全に安心して通行できるよう、関
係機関と協力して不法占有物の撤去を行うとともに、歩行空間
の確保に努めます。 0.00 0.00

77 - バリアフリー
の商環境づく
り

　商業施設やそこまでの経路のバリアフリー化を進め、買い物
がしやすい環境づくりを進めます。

2.00 2.00

②住宅バリ
アフリーの
促進

78 - 住宅増改築相
談の実施

　障がいのある人が生活しやすいように工夫された住宅の整備
を進められるよう、住宅増改築相談の充実と推進に努めます。

2.00 2.00

79 - 住宅改造費助
成制度の推進

　障がいのある人が在宅で快適に日常生活を営み、自立および
介助に適した環境を実現できるよう、浴室、トイレ、廊下等の
改造に要する費用の一部を助成し、住環境の充実を図ります。 2.00 2.00

1.83 1.81

特記事項

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

　身体障害者等住宅改造費助成事業は当初予算において各年度4件の利用を見込んでいた
が、平成28年度は2件、平成29年度は1件の利用にとどまった。

②住宅バリアフリーの促
進

・市役所本庁舎整備においては、スロープ、点字床材、音声ガイダンスその他のバリア
フリー、ユニバーサルデザインを積極的に取り入れて行った。
・平成28年度に白井駅周辺道路で、平成29年度に南山小中学校周辺道路でそれぞれバリ
アフリー対策を実施した。

①外出環境の整備（福祉
のまちづくり）

　障がいがあっても気軽に外出でき、公共交通機関やさまざまな施設を不便なく利用できるようバリアフリー、ユ
ニバーサルデザインのすべての人にやさしいまちづくりを目指し、法律や条例等の内容に則った「福祉のまちづく
り」を進めます。

重点
取組

３　快適で人にやさしいまちづくりの推進
（２）バリアフリー、ユニバーサルデザインの推進

施策 通番 事業等 左記の内容
自己評価平均点（満点:3点）※

平均点
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基 本 目 標

施策の方向

内 容

平成28年度 平成29年度

①防災・防
犯等対策の
推進

80 - 防災知識の普
及

　障がいのある人および介助者等の防災に関する知識の普及を
図るため、パンフレット、市広報紙等による啓発や防災訓練を
行います。また、災害時に障がいのある人が安全に避難できる
よう、防災訓練への参加の促進を図ります。 2.00 2.00

81 - 緊急通報体制
の整備

　消防緊急通信指令システムの活用により緊急時の支援活動お
よび災害時における救援活動が円滑・迅速に実施できるよう、
体制の整備に努めます。 2.00 2.00

82 - 地域防災コ
ミュニティを
主体とした地
域障がい者支
援策の確立

　地域の住民がお互いに協力しあい、地域全体の安全を守ると
いう意識の高揚と自発的な防災活動を促進して自主防災組織の
設立を図り、福祉関係者、消防機関および自主防災組織等が連
携、協力しながら地域内の避難行動要支援者（災害時要援護
者）の把握に努め、地域における障がいのある人の救護体制の
確立を図ります。

2.00 2.00

83 ○ 名簿・「個別
支援計画」の
作成

　避難行動要支援者(災害時要援護者)対象者名簿の整備・項目
の加除を行います。また、要支援（要援護）者の個別支援計画
の策定を進め、システム改修と合わせて対象者からの同意確認
を行います。

2.00 2.00

84 - 供給協定の締
結

　災害発生により被災した障がい・病気のある人等が必要とす
る医療品や器具等について、関係機関とあらかじめ供給協定の
締結等を行い、確保に努めます。 0.00 3.00

85 - 避難所におけ
る配慮の充実
等

　障がいのある人が、避難所において、必要な介護やプライバ
シーの保護を確保できるよう配慮するとともに、仮設住宅への
優先的な入居に努めます。また、災害発生時の、障がいによる
要支援者を対象とした福祉避難所の開設を検討し、市内・近隣
の障害者支援施設等と協定を締結していきます。

2.00 2.00

86 - 犯罪被害防止
の普及

　障がいのある人が犯罪被害に遭わないための知識を習得でき
るよう、「なるほど行政講座」などの利用促進を図ります。

1.00 1.00

②消費生活
相談の実施

87 - 消費生活相談
等の実施

　消費生活センターで、窓口での相談の他、電話での相談も受
け付ける消費生活相談を継続し、障がいのある人も含めたすべ
ての市民の消費生活全般についての相談や苦情を受け付け、解
決を支援します。また、広報紙、ホームページ、消費者だより
等で消費者被害の事例情報、悪質商法の手口等に関する情報、
訪問や勧誘による販売やネットショッピング等の留意点等の消
費生活に関する情報提供を行うほか、消費者講座を開催しま
す。

2.00 2.00

1.63 2.00

特記事項

　全市民を対象とした事業だが、障がいに関わる相談案件があった場合は必要に応じて
関係課等が連携して対応することとしている。

②消費生活相談の実施

　平成29年10月、市内7法人15施設と「災害時における福祉避難所の設置運営に関する協
定」を締結した。また、平成30年2月、一般社団法人日本福祉用具供給協会と「災害時に
おける福祉用具等物資の供給等協力に関する協定」を締結した。

①防災・防犯等対策の推
進

自己評価平均点（満点:3点）※

※［自己評価の配点］
　◎当初見込み以上の実績や成果があった：3点　　○概ね当初見込みどおりの実績や成果だった：2点
　△当初見込んでいた実績や成果に届かなかった：1点　　×実績や成果が全くなかった：0点

３　快適で人にやさしいまちづくりの推進
（３）防災・防犯等対策の推進
　市の地域防災計画等の関連施策と連携を図りながら、防災・防犯等の体制の整備を進めます。

施策 通番 事業等 左記の内容

平均点

重点
取組
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